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１．はじめに  

 
財団法人土地総合研究所では、不動産業の

業況、不動産市場の動向等について、的確か

つ迅速に把握するために、国土交通省の委託

を受けて平成４年１０月より不動産業業況等

調査を行っている。  

平成１４年においては、三大都市圏及び地

方主要都市において不動産業を営む者の内か

ら業種（住宅・宅地分譲業、ビル賃貸業、不

動産流通業 (住宅地 )）、事業規模（大手、中小）

のバランス等を考慮して、２７８業者を選定

して郵送法によるアンケ－ト形式の調査を毎

四半期に実施した。  

また、不動産投資家２２社、不動産流通業

（商業地）１３社及び住宅購入検討者約３０

０世帯についても、郵送法等によるアンケ－

ト形式の調査を年２回実施した。  

具体的には、調査項目として経営の状況と

取引の状況（成約、取引価格、空室の状況及

び賃料の動向等）等に関する質問を行ってい

る。  

また、不動産投資家に対しては、投資用不

動産の購入方針、投資対象等、不動産流通業

（商業地）に対しては、取引の状況、購入目

的等、住宅購入検討者に対しては、購入理由、

検討重視点等について質問を行っている。  

以下、他の不動産関連指標（新築マンショ

ンの契約率、オフィスの空室率等）も検討し

ながら、平成１４年の不動産業の業況につい

て振り返ってみたい。  

 

（注）本調査の調査時期は、毎四半期（４月１日、

７月１日、１０月１日、１月１日）、毎半期（７月

１日、１月１日）であり、それぞれ過去３カ月間

または､６ヶ月間の状況等についてアンケート調

査を行っている。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 



３．不動産業の経営の状況について（図１） 

 
平成１４年における不動産業業況指数の

動向は、以下の通りである。  

 
（１）１月１日時点の経営の状況（現況）を

見ると、年２回調査の不動産流通業（商業地）

においては＋１１．１と良いという見方が多

かった。また、住宅・宅地分譲業－２５．４、

ビル賃貸業－３５．４、不動産流通業（住宅

地）は－５６．４であり、住宅・宅地分譲業、

ビル賃貸業及び不動産流通業（住宅地）のい

ずれにおいても経営の状況が悪いという見方

が多かった。  

３カ月後の経営の見通しに関しては、住

宅・宅地分譲業－１９．３、ビル賃貸業－３

５．４、不動産流通業（住宅地）－２５．５

であり、住宅・宅地分譲業、ビル賃貸業及び

不動産流通業（住宅地）のいずれにおいても

経営の状況が悪化するという見方が多かった。

６ヵ月後の経営の見通しに関しては、不動産

流通業（商業地）においては、－２２．２と

経営の状況が悪化するという見方が多かった。 

 
（２）４月１日時点では、経営の現況を見る

と、住宅・宅地分譲業においては－２２．９、

ビル賃貸業においては、－２７．３と前期と

比較してわずかに改善している。また、不動

産流通業（住宅地）においては－３２．３と

改善している。  

また、３カ月後の経営の見通しに関しては、

前期と比較して、住宅・宅地分譲業及びビル

賃貸業においては、いずれもわずかにマイナ

ス幅が減少し、不動産流通業（住宅地）にお

いては、改善しマイナス幅が減少した。  

 
（３）７月１日時点では、経営の現況を見る

と、年２回調査の不動産流通業（商業地）に

おいては－２８．６と前回調査時点の＋１１．

１から大幅に悪化し悪いという見方が多かっ

た。ビル賃貸業及び不動産流通業（住宅地）

においては、いずれもわずかに悪化し、マイ

ナス幅が増加した。また、住宅・宅地分譲業

においては、わずかに改善している。  

３カ月後の経営の見通しに関しては、住

宅・宅地分譲業においては、わずかに改善し、

マイナス幅の縮小が見られたが、ビル賃貸業

及び不動産流通業（住宅地）においては、わ

ずかに悪化した。６ヵ月後の経営の見通しに

関しては、不動産流通業（商業地）において

は、０．０と業況が変わらないという見方で

あった。  

 
（４）１０月１日時点の経営の現況は、住宅・

宅地分譲業及びビル賃貸業は、いずれもわず

かに改善し、不動産流通業（住宅地）におい

ては、わずかに悪化しており、－３９．５と

マイナス幅を拡大した。  

３カ月後の経営の見通しに関しては、住

宅・宅地分譲業においては、わずかに改善し

－９．３となった。ビル賃貸業及び不動産流

通業（住宅地）においては、わずかに悪化し、

マイナス幅を拡大した。  

 

（５）平成１５年１月１日時点では、経営の

現況は、年２回調査の不動産流通業（商業地）

においては、＋１４．３と大幅に改善してお

り、前期のマイナスからにプラスに変わった。

住宅・宅地分譲業においては、悪化し、ビル

賃貸業においては、わずかに悪化した。また、

不動産流通業（住宅地）においては、わずか

に改善し、マイナス幅を減少した。  

３カ月後の経営の見通しに関しては、住

宅・宅地分譲業及び不動産流通業（住宅地）

においては、わずかに悪化、ビル賃貸業にお

いては、わずかに改善しており、－２７．８

となった。６ヵ月後の見通しについては不動

産流通業（商業地）においては、＋７．１と



改善するという見方がわずかに多い。                 

 

４．業種別の成約・販売価格・空室の状況及

び賃料動向等について  

 

（１）  住宅・宅地分譲業（図２）  

 
①   用地取得件数  

平成１４年１月と４月とを比較すると、

「増加傾向」の割合が１３．５％から１９．

６％へと増加したが、７月では、７．３％と

減少し、それ以後、１０％台後半の水準で推

移した。  

「横ばい」の割合は、７月の７０．９％を

ピークに６０％～５０％台と減少し、「増加傾

向」、「減少傾向」の割合が増えている。  

 

②   成約件数  

平成１４年１月と４月とを比較すると、

「増加傾向」の割合がやや増加し２０．５％

となった。しかし７月には１１．１％となり、

その後１５％前後を推移している。  

一方、「減少傾向」の割合は、１月の３６．

４％から１０月には２３．２％と減少したが、

平成１５年１月には３５．５％と悪化してい

る。  

 
③   在庫戸数  

「増加傾向」の割合は、平成１４年１月の

２７．８％から、１０月には４０．２％まで

増加し、平成１５年１月には３６．９％とや

や改善したが高水準で推移している。  

一方、「減少傾向」の割合は、平成１４年

４月の２２．０％から、１０月の１３．１％

まで徐々に減少し、平成１５年１月では、１

６．４％に増加し改善した。  

 
④   販売価格の動向  

「低下傾向」の割合が平成１４年１月の６

３．８％から、４月には、５２．５％とやや

減少したが、その後５０％台で推移している。 

また、「上昇傾向」の割合は、４月の１．

７％、１０月の１．８％以外はゼロであった。  

 
⑤ モデルルーム来場者数の動向  

「減少傾向」の割合は、１月には５１．９％

であったが、４月に３５．３％と減少し、そ

の後３０％台後半で推移している。  

「横ばい」の割合は、４月の５４．９％か

ら５０％台で推移しており、「上昇傾向」の割

合は、１０％以下である。  

 
⑥ 新規発売戸数の動向  

 平成１４年１月と４月を比較すると、「増加

傾向」の割合が、１６．２％から２２．７％

へと増加した。７月では１６．７％に減少し

たが、１０月から、平成１５年１月にはやや

増加している。  

一方、「減少傾向」の割合は、１月の３３．

８％から１０月の２１．８％まで減少してい

たが、平成１５年１月には２９．３％とやや

増加した。  

 

 
（２）ビル賃貸業（図３）  

 

①   空室の状況  

「増加傾向」の割合は、平成１４年１月の

３３．３％から平成１５年１月の５０．０％

まで､徐々に増加し､悪化している。  

一方、「減少傾向」の割合は平成１４年１

月の５．１％から７月の１６．３％まで徐々

に増加し改善していた。１０月には８．５％

に減少し悪化したが、平成１５年１月には１

３．０％とやや改善している。  

 
②   成約賃料の動向  

「低下傾向」の割合は、平成１４年１月の

５２．４％から４月、７月には４４．４％と

減少しやや改善したが、１０月から５０％台



後半となり悪化している。  

また、「上昇傾向」の割合は、平成１４年

１月の４．８％、１０月の３．６％以外はゼ

ロであった。  

 

③ フリーレントの実施状況  

「ある」と「ない」の割合が各５０％前後

で推移していたが、平成１５年１月には「あ

る」の割合がはじめて６０％となった。  

 

 

（３）不動産流通業（住宅地）（図４）  

 
①   成約件数の動向  

中古マンション、中古戸建住宅及び土地を

総合した成約件数の動向については、「増加傾

向」の割合が平成１４年１月の１５．３％か

ら１０月の９．１％まで徐々に減少したが、

平成１５年１月では１３．６％と改善した。  

一方、「減少傾向」の割合は、平成１４年

１月の４９．０％から、７月の５６．１％を

除き、４０％台で推移している。  

 

②   取引価格の動向  

「やや上昇」の割合が平成１４年１月の３．

１％から７月の６．１％までやや増加し、そ

の後５％台で推移している。  

また、「やや下落」、「下落」を合わせた割

合は、平成１４年１月では８０．１％であっ

たが、４月には６４．６％に減少し、その後

も６０％台で推移している。  

 

③ 売却依頼件数の動向  

「増加傾向」の割合は、平成１４年１月の

１７．６％から徐々に減少し、１０％台前半

で推移していたが、平成１５年１月では、１

７．１％まで改善している。  

また、「減少傾向」は、４０％前後で推移

している。  

 

④ 購入依頼件数の動向  

「増加傾向」の割合は、平成１４年１月で

６．３％であり、７月の１２．３％までやや

増加したが、１０月以降は、９％台で推移し

ている。  

一方、「減少傾向」の割合は、平成１４年

１月には４７．２％であったが、その後減少

し４０％台前半で推移している。  

 

 
（４）不動産流通業（商業地）（図５）  

   当該調査は６ヶ月毎の調査である。  

 
① 売却依頼件数の動向  

「増加傾向」の割合は、平成１４年１月で

は、２２．２％であったが、７月には４２．

９％に増加し、平成１５年１月もその水準を

維持している。  

また、「減少傾向」の割合は、平成１４年

１月の２２．２％から減少し、平成１５年１

月には０．０％となった。  

 
② 購入依頼件数の動向  

「増加傾向」の割合は、平成１４年１月で

は２２．２％であったが、７月には１４．３％

と減少し、平成１５年１月も１４．３％とや

や悪化している。  

一方、「減少傾向」の割合は、平成１４年

１月の２２．２％から、７月には２８．６％

とやや増加したが、平成１５年１月には、０．

０％に減少し、「横ばい」が８５．７％となっ

た。  

 
③ 成約件数の動向  

「増加傾向」の割合は、平成１４年１月は

３３．３％、７月は２８．６％であり、平成

１５年１月は、はじめて４０％台の４２．９％

となり、改善した。  

一方、「減少傾向」の割合は、平成１４年

１月の３３．３％から、７月には４２．９％



とやや増加したが、平成１５年１月には、０．

０％に減少し、「横ばい」が５７．１％となっ

た。  

 

 

（５）不動産投資家（図６）  

当該調査は６ヶ月毎の調査である。  

 

① 投資用不動産購入の基本方針  

「積極的」の割合は、平成１４年１月は５

０．０％であり、その後も５０％台を維持し、

平成１５年１月には５４．５％となり、引き

続き積極的な姿勢を表している。  

一方、「消極的」の割合は、平成１４年１

月の８．３％から７月の１６．７％、平成１

５年１月の１８．２％とやや増加している。  

 

② １年以内の購入予定  

「ある」の割合がすべての調査時点におい

て、７０％を超えている。  

 

 
５．平成１４年１年間の業種別の業況につい

て  

 
（１）  住宅・宅地分譲業について  

 
新築マンションの発売戸数は、年間合計で

みると、首都圏で８８，５１６戸、近畿圏３

９，０８７戸であり、対前年比ではそれぞれ

－０．８％、＋６．９％となった。  

年平均月間契約率は、首都圏７５．４％、

対前年比２．７ポイントのマイナス、近畿圏

７０．８％、対前年比３．５ポイントのマイ

ナスとなった。  

また、１２月末の販売在庫数は、首都圏で

１１，６１１戸となり、対前年比２，０４０

戸の増加となり、平成１０年以来の１１，０

００戸台となった。また、近畿圏でも７，１

６８戸と前年比１，０１３戸の増加となり、

首都圏同様、平成１０年以来の７，０００戸

台となった。（〈参考１〉 (株 )不動産経済研究

所「マンション市場動向」より）  

供給戸数は首都圏では、前年に比べると、

減少したが、過去３番目の大量供給となった。

また、近畿圏では前年に比べると、増加し、

過去３番目の大量供給となった。   

月間契約率は、首都圏では平成１４年１月

には久々の６０％台の６６．７％となったが、

２月からは７０％台を維持しており、年平均

月間契約率は、７５．４％と引き続き販売は、

好調であった。また、近畿圏では平成１４年

１月には６０．７％、６月が６８．５％、１

０月が６６．２％となり、年平均月間契約率

は、７０．８％と好調の目安である７０％を

かろうじて超えた。  

 

①不動産業業況等調査においても、住宅・宅

地分譲業の経営の現況は、平成１４年１月以

来、年間を通じてマイナスではあるが改善し

てきた。また、ビル賃貸業及び不動産流通業

（住宅地）と比較すれば業況は、比較的良好

である。  

３ヵ月後の経営の見通しについても、年間

を通じてマイナスではあるが、改善してきて

いる。  

 
②４月では、経営の現況は、－２２．９とな

っている。３ヵ月後の経営の見通しについて

も、－１５．３である。用地取得件数では、

「増加傾向」の割合が４月は、１月の１３．

５％から１９．６％へと増加を示した。また、

成約件数における「増加傾向」の割合は、平

成１４年１月の１１．９％から、やや増加し、

２０．５％となっている。在庫戸数において

は、「増加傾向」の割合が平成１３年１０月の

１６．３％から増加しており、３０．９％を

示している。  

 
③７月においては、経営の現況、３ヵ月後の



経営の見通しともに、わずかではあるが、改

善している。用地取得件数では、「増加傾向」

の割合が７．３％と減少し、今年度調査にお

ける最低水準となった。在庫戸数においては、

「増加傾向」の割合が２７．９％とやや減少

している。  

 
④１０月においても、経営の現況、３ヵ月後

の経営の見通しともに、わずかではあるが、

改善している。  

 

⑤１年間を通して、在庫戸数における「増加

傾向」の割合は、２７．８％から４０．２％

へと増加しており、悪化の兆しが見えるが、

成約件数における「増加傾向」は、若干では

あるが増加している。また、販売価格は、「低

下傾向」の割合が６３．８％から５０．０％

へと減少し、「変わらない」の割合が約５０％

となっている。  

 

 
（２）  ビル賃貸業について  

 

空室率は、平成１４年においては、東京２

３区・都心５区ともに４％台から６％台へ増

加しており、１２月には、６．１％になり、

悪化した。一方、大阪については９％台から

１０％台で推移しており、１２月には１０．

４％と、ここ数年で最悪となり、厳しい状況

が続いている。東京については、年間を通し

て４～６％台の空室率の水準で推移しており、

やや悪化している。２００３年の大量供給を

目前に借り控え等により需要が減って来てお

り、年後半から、やや悪化しているものと思

われる。＜参考２＞  

本調査においては、経営の現況は、マイナ

スではあるが、１月では－３５．４であった

が、１０月では、－２６．５とわずかに改善

した。また、空室の状況については、「増加傾

向」の割合が３３．３％から１０月には４８．

９％と増加し、悪化しており、成約賃料の動

向では、１０月には「低下傾向」が５７．１％

まで増加し、悪化する方向にある。  

 
（３）  不動産流通業（住宅地）について  

 
経営の状況は、平成１４年１月では、－５

６．４となっていたが、その後４月には、  

－３２．３に改善しているが、－３０台でや

やマイナス幅を増加し、やや悪化している。

また、３ヵ月後の経営の見通しは、４月が－

１２．５とピークであり、７月－２０．４、

１０月－２６．２とやや悪化するという見方

が増えている。  

成約件数の動向における「減少傾向」の割

合は、５０％前後で推移している。売却依頼

件数及び購入依頼件数においては、「減少傾

向」が、ほぼ４０％台前後の水準で推移して

いる。不動産流通業（住宅地）業況の厳しさ

が窺える。  

取引価格の動向においては、４月から「下

落」、「やや下落」の割合を合わせると、増加

しており、１０月には約７０％となっている。 

 

 
（４）不動産投資家及び不動産流通業（商業

地）について  

 
平成１３年９月に初めてＪＲＥＩＴが上

場され、現在では大手６法人が上場し、不動

産投資市場が本格化しつつあり、今後も数社

の上場予定があるなど、商業用不動産投資は、

活発であると考えられる。また、個人投資家

による商業用不動産投資も増えている。不動

産流通業（商業地）については、住宅地と違

い、企業リストラの推進等から、売却物件数

も多く､動きは、活発であると考えられる。  

本業況等調査においては、１月では、不動

産投資家の投資用不動産購入の基本方針が

「積極的」との回答が半数以上ある。また、



１年以内の購入予定についても、「ある」とい

う回答が８０％以上である（有効回答数 １

２社）。また、各回の調査でも、同様の結果で

ある。  

また、不動産流通業（商業地）の経営の状

況は、唯一プラス指数を示していたが、７月

調査では、－２８．６とはじめてマイナス指

数となった。売却依頼件数の「増加傾向」の

割合は、１月の２２．２％から７月には４２．

９％へ増加しているが、購入依頼件数の「増

加傾向」の割合が、１月の２２．２％から７

月の１４．３％へ減少している。また、成約

件数も、「増加傾向」の割合が１月の３３．３％

から７月の２８．６％へ減少している（有効

回答数 ９社）。  

 
［あ  い  た  か   は  る  ひ  さ］  

［土地総合研究所 主任研究員］  
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